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平成 16 年度食品安全モニター課題報告 

「食品安全委員会のこれまでの取組等について」の結果（暫定集計版） 

（平成 17 年１月実施） 

＝ 概要 ＝ 

１．調査目的 

これまでの各種取組等に対して、食品安全委員会の取組に一定の知識を有する食品安

全モニターがどのような認識を持っているかを把握し、食品安全委員会の今後の取組に

際しての参考とするため、 

① 食品安全行政全般について 
    （信頼感の変化とその理由、リスク分析手法の基本的な枠組についての理解の浸透状

況） 
② 食品安全委員会のリスク評価を中心とした取組について 
 （委員会の運営全般の透明性、リスク評価の科学的かつ中立・公正性、BSE 問題に
対する取組、自らの判断で行う評価対象案件の選定方法等、参考になった情報など） 

③ 食品安全委員会の取り組むリスクコミュニケーションについて 
 （リスクコミュニケーションへの取組と効果、BSE 対策についての意見交換会開催
の効果、意見交換会への参加による理解度の変化など） 

の３項目について調査を実施した。 
 
２．実施期間  平成 17 年 1 月 20 日～2月 10 日 

 
３．対  象  食品安全モニター  466 名 （うち、162 名は平成 15 年度から継続） 
     

このうち、本「暫定集計版」では、2月 2日までに回収された報告分（回答数：368）の
みを集計して取りまとめたものである。 
なお、最終集計値については現在とりまとめを行っているところである。 

 

（参考）回答者数 368 名の内訳 

●男女別：男性 115 人  女性 253 人 

 

 

 
 
 
 
 

●年代区分別：20～29 歳 23 人  30～39 歳 81 人  40～49 歳 91 人 
       50～59 歳 78 人  60～69 歳 67 人  70 歳以上 28 人 
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第１ 食品安全行政全般について 
 
●食品安全基本法施行以降の食品安全行政全般に対する信頼感の変化 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○食品安全行政全般に対する信頼感が高まった理由 n＝303 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                              （複数回答） 
 
 
 
●リスク分析手法の基本的な枠組についての理解の浸透状況 n＝368 

 

変わらない
14.9%

やや低まった
2.7%

かなり低まった
0.0% かなり高まった

23.9%

やや高まった
58.4%

75.2%

46.5%

42.6%

27.7%

17.8%

5.3%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

関連情報を得る機会が増したから

審議や議事録の公開など透明性が増したから

リスク評価とリスク管理が分離されて客観性、
中立・公正性が増したから

意見を表明する機会が増したから

行政対応の迅速性が増したから

その他

無回答

食品安全に関心の高
い人への浸透も限ら

れている
36.7%

全く浸透していない
4.6%

分からない
4.9%

食品安全に関心の高
い人がどうかにかか
わらず、全体的に浸
透しつつある
7.1%

食品安全に関心の高
い人の間では浸透し

てきている
45.4%

無回答
1.4%



 3

第２ 食品安全委員会のリスク評価を中心とした取組について 
 
●食品安全委員会の運営全般についての透明性 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○食品安全委員会の運営全般についての透明性を確保するために重要と考える取組 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                           （３つ以内の選択） 
 
 
 
●リスク評価の過程やその結論についての科学的かつ中立・公正性 n＝368 

 

63.3%

63.3%

49.2%

47.0%

30.4%

19.6%

2.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

委員会・専門調査会の原則公開（傍聴可能）

リスク評価結果（評価書、評価通知書等）の公表

リスク評価結果案に対する意見・情報の
募集とその回答の公表

委員会・専門調査会の議事録・配布資料の公表

意見交換会等の議事録・配布資料の公表

委員会の運営計画や運営状況報告の作成・公表

その他

どちらかといえば
そうは思わない

6.5%

そうは思わない
0.8%

分からない
5.2%

そう思う
23.6%

どちらかといえば
そう思う
63.3%

無回答
0.5%

あまり確保されてい
るとはいえない

15.5%

全く確保されていな
い
0.0% 分からない

3.3%
十分確保されている

8.2%

ある程度確保
されている
73.1%
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●ＢＳＥ問題に対する食品安全委員会のこれまでの取組 n＝368 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                （複数回答） 
 
 
 
●リスク評価を食品安全委員会自らの判断で行う案件の選定方法等 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○「食中毒原因微生物の評価」に期待する評価の方向性 n＝368 

 

68.2%

48.9%

36.7%

31.5%

15.2%

13.0%

9.5%

5.2%

1.9%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

BSE問題の理解の促進に役立っている

科学的な議論が行われている

わかりやすい情報提供ができている

中立公正に議論が行われている

情報提供が十分に行われていない

わかりやすい説明がされていない

中立公正に議論が行われているとはいえない

科学的な議論が行われているとはいえない

分からない

無回答

32.6%

28.5%

20.9%

15.8%

1.4%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

食品企業等生産・加工段階における衛
生管理の充実につながる評価

食中毒原因微生物のリスクの明確化に
つながる評価

行政機関における衛生管理措置・施策の
充実につながる評価

家庭における調理等の衛生面に関する
情報提供につながる評価

その他

無回答

どちらかといえば
適当である
48.9%

適当である
41.8%

分からない
5.7%

不適当である
0.8%

どちらかといえば
不適当である
2.7%
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第３ 食品安全委員会の取り組むリスクコミュニケーションについて 
 
●リスクコミュニケーションへの食品安全委員会の取組 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●情報共有・相互理解の促進という観点からのリスクコミュニケーションの効果 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○情報共有・相互理解の促進を図る上で重要と考える取組 n＝368 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                           （３つ以内の選択） 
 

●食品安全委員会が主催する意見交換会への参加による理解度の変化 n＝169 
 

あまり効果を
上げているとはいえ

ない
16.3%

全く効果を
上げていない
0.3%

分からない
4.3%

かなり効果を
上げている
8.4%

ある程度効果を
上げている
70.4%

無回答
0.3%

ある程度
行われている
69.3%

かなり行われている
23.6%

無回答
0.3%

あまり行われている
とはいえない
6.8%

56.8%

56.8%

56.3%

43.5%

40.5%

7.3%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

リスク評価の結果案に対する意見・情報の募集

意見交換会の開催

Q＆Aをはじめとする各種情報の提供

「食の安全ダイヤル」の設置

「食品安全モニター」を通じた意見の収集

その他

無回答

むしろわからなくなっ
た
1.8%

無回答
1.2%

理解が深まった
81.1%

あまり変わらなかっ
た
16.0%


